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研究成果の概要（和文）：本研究は、低発生頻度障害である視覚障害に焦点をあて、日本のインクルーシブ教育
システムをさらに促進するために不可欠な要素である小・中学校改革に着目した。具体的には小・中学校が自律
的にインクルーシブな教育環境を築くにあたって活用可能な評価指標の作成を試みた。評価指標の作成にあたっ
ては、欧米での実地調査と文献研究を用いて視覚障害児童生徒が質の高いインクルーシブ教育を受けるうえで必
要となる諸条件と小・中学校が自律的にインクルーシブな教育環境を築くにあたって必要となる諸条件とを明確
にし、それらの要素を反映する形とした。

研究成果の概要（英文）：This project focused on ways of supporting general education classrooms to 
become more inclusive for learners with low incidence disabilities. More specifically, this aimed to
 invent a checklist which both supports schools to strengthen their autonomy and covers individual 
and environmental factors needed in creating an inclusive learning environment for students with 
visual impairment. Systematic review of research and observation of successful inclusive schools in 
Europe and the United States were undertaken in creating the checklist. 

研究分野：特別支援教育

キーワード： 低発生頻度障害　インクルーシブ教育　指標　小・中学校

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究は、視覚障害児童生徒が質の高いインクルーシブ教育を受けるうえで必要となる諸条件（個人＋環境要
素）と、小・中学校が自律的にインクルーシブな教育環境を築くにあたって必要となる諸条件（環境要素＋要素
の相互関係）を明らかにした。視覚障害生徒がインクルーシブ教育を受けるうえで必要となる条件は個人・環境
に関する要素のいずれかの視点から解明はされてきたが、本研究はより包括的な視点から両要素とその相互的な
関係にも着目した点で新規的であり、学術的意義がある。また、考案した評価指標は、学術的知見を基準に小・
中学校のニーズに合わせて作成し、小・中学校改革を補助する可能性に富む実用的なツールとなっている。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 

2008年５月に発効した「障害の権利に関する条約」は、障害児童生徒を含むすべての子ども
がインクルーシブな教育環境で学ぶことを権利として位置づけた。インクルーシブ教育システ
ムを推進する日本においても、インクルーシブ教育の推進・拡大に向けた国内整備がすすめられ、
現在、あらゆる教育的ニーズを有する児童生徒が通常の学校で学んでいる。しかしながら、障害
種別ごとに見ると高頻度障害（例：発達障害、言語障害など）と比較して、低発生頻度障害1を
有する児童生徒の学びの場は今も特別な場（特別支援学校）に限定される傾向にある。よって、
低発生頻度障害を含むすべての児童生徒のインクルーシブ教育を推進するシステム作りが欠か
せない。 
報告者はこれまで欧米のインクルーシブ教育の実態を低発生頻度障害児童生徒の教育的ニー
ズの観点から分析してきた。海外視察の中で感じたことは日本と欧米諸国のインクルーシブ教
育に対する姿勢の違いであり、特に通常の学校側の受け入れ姿勢が消極的な点であった。こうし
た現状を改善すべく、本研究ではインクルーシブ教育の促進に不可欠な要素の一つである通常
の学校（小・中学校）に着目した。 
 
２．研究の目的 
本研究は、日本のインクルーシブ教育システムをさらに促進するため不可欠な要素である小・
中学校の改革に着目し、彼らの自律的改革を支援する評価指標の開発を試みた。具体的には、視
覚障害児童生徒が質の高いインクルーシブ教育を受けるうえで必要となる諸条件と、小・中学校
が自律的にインクルーシブな教育環境を築くにあたっての諸条件を文献研究と実地調査を通じ
て明確にし、評価指標を考案した。本研究は、図 1に示す 4つの研究課題から構成された。 
研究 I では視覚障害児童生徒が質の高いインクルーシブ教育を受けるための条件を明確にす
るため、文献研究（システマティックレビュー）と実地調査を行った。実地調査は、インクルー
シブ教育を 1980年代から積極的に進めてきた欧米で、中でも小・中学校が主体的に教育環境を
整え、その成果が認められている地域を調査した。研究 II では、インクルーシブ教育環境を実
現するにあたって参考となる理論モ
デルや成功している地域や学校で、活
用されている支援ツール・評価指標を
実地調査ならびに文献研究から整理
した。研究 IIIでは日本の小・中学校
がインクルーシブな学校へと自律的
に改革するために必要な条件を探る
ため、フォーカスグループを実施し
た。研究 IVでは I～IIIまでの研究成
果を踏まえ、日本の小・中学校が自律
的にインクルーシブな教育環境を築
くための評価指標を考案した。 
 
３．研究の方法 
文献研究並びに実地調査の詳細は以下の通りである。 
（１）文献研究（研究 I, II） 
主要な英語論文データベース（Education Full Text, ERIC, EBSCOhost, ProQuest,  

PsychInfo）から視覚障害児童生徒のインクルーシブ教育に関する、1980年から 2020年 6月ま
での間に発表された査読付き・英語論文を系統的に検索した。使用したキーワードは”visually 
impaired (or “visual impairment” or “ low vision” or “blind) AND “inclusive education” （or 
inclusion or mainstreaming or integration）であった。472本から、学齢期の単一視覚障害児
童生徒の学びに関連する論文を選択して、分析した。 
（２）実地調査（研究 I, II） 

a.ドイツでインクルーシブ教育が比較的成功している地域（ドイツ南部並びに北部）の視察調
査。計 30人の関係者にインタビューを実施し、質的に分析した。 

b.アメリカでインクルーシブ教育が成功している地域（アメリカ南部、中西部、東部）の視察
調査。計 30人の関係者にインタビュー調査を実施し、質的に分析した。 
（３）フォーカスグループ（研究 III） 
日本の小・中学校のインクルーシブ教育事情について把握するため 8 人のベテラン教員に対

                                                   
1 低発生頻度障害（低発生頻度障害(low incidence disability)」とは全学齢生徒数の 1%弱を占め
る障害種を指し、視覚障害、聴覚障害並びに盲聾が主に該当する（Individuals with Disabilities 
Education Act, 2004）。 
 



しオンラインで Repeated focus group（90分 x6回）を実施した。 
 

４．研究成果 
【研究 I】視覚障害児童生徒が質の高いインクルーシブ教育を受けるうえでの諸条件 
（１）視覚障害児童生徒のインクルーシブ教育の概要 
アメリカやイギリスでは重度の視覚障害（全盲）を含む視覚障害児童生徒の 8割以上が、また
オーストラリアやイスラエルではすべての視覚障害児童生徒が通常の学校で学んでいた。イン
クルーシブ環境下で学ぶ視覚児童生徒を対象に行われた研究からは、多くが、通常の学級でポジ
ティブな経験を得ていたことも分かった。一方で、教科学習の面では数学、理科、体育で「排除」
の対象となりやすいことが明らかとなった。 
 
（２）視覚障害児童生徒のインクルーシブ教育の阻害要因 
視覚障害児童生徒のインクルーシブ教育を妨げる要因としては①物理的課題、②カリキュラ
ムへのアクセスに関する課題、③社会的課題の 3つが挙げられた。 
① 物理的課題(physical barriers） 
視覚障害児童生徒のインクルーシブ教育を妨げる要因の一つは校内での移動に伴う物理的課
題であった。それは、小学校よりも中学校で、中学校よりも高校において難しさが増加する傾向
にあった。理由としては学年があがるにつれ、学校規模が拡大し、それに伴い移動範囲が拡大す
ることノイズレベルが上がることが挙げられた。これにより視覚障害児童生徒が単独で歩行す
る際に手がかりとするランドマークや聴覚的情報が得られにくくなっていた。 
② カリキュラムへのアクセスに関する課題（barriers in accessing curriculum/instruction） 
二つ目に上げられたのが教科学習を行う上での課題であった。これも物理的課題と同様に小
学校よりも中学校、また中学校よりも高校に在籍している児童生徒がより困難を感じやすかっ
た。教科の中でも数学、理科、体育で「排除」の対象となりやすいことがアメリカ、オーストラ
リア、カナダ、シンガポールで一致して報告されていた。また、高校で理数系分野に進学するた
めに必要な Higher level/APレベルの数学、物理・化学を学んでいる視覚障害児童生徒が極端に
少ないこともアメリカの研究を中心に報告された。 
③ 社会的課題（social barriers） 
通常の学校で学ぶ視覚障害児童生徒の中には、視覚的情報やソーシャルキューが得られない
ことから、友達になる切っ掛けがつかめない、あるいは、良好な交友関係が築けない者が存在し
た。通常の学校で良好な友人関係を築き、たくましく学校生活を送る視覚障害児童生徒も存在す
る中で、彼らは常に孤独を感じ、物理的には同じ環境で学びながらも精神的には分離や孤独を感
じている者も少なくなかった。特に重度の視覚障害児の場合、その状況に陥りやすく、また知的
に障害がある場合にはなお困難が大きい傾向にあった。性別での差は特にみられなかった。 
 
（３）視覚障害児童生徒が質の高いインクルーシブ教育を受けるうえでの諸条件 
上記の課題に対し、質の高いインクルーシブ教育が展開されている小・中学校では幅広い対応が
なされていた。視覚障害児童生徒が通常の学校において質の高いインクルーシブ教育を受ける
ためには、通常の学校が視覚障害教育専門家との密な連携のもと、視覚障害児童生徒（個人的要
素）に関わる支援と、子どもを取り囲む環境に関わる支援（環境的要素）の両者にアプローチし
ていくことが重要である。 
① 物理的課題への対応 
視覚障害児童生徒が直面する物理的課題に対し、通常の学校では a.校内や学級のレイアウト
を視覚障害児童生徒のニーズに沿った形に変更すること、b.全教職員で障害に関する研修を通し
てインクルーシブ教育の基本理念や障害に関する基本知識を共有すること、c.視覚障害児童生徒
に対し、定期的に外部専門家を付けることにより校内で単独歩行ができるようスキルを習得さ
せること、で対策した。 
②  カリキュラムへのアクセスに関する課題への対応 
カリキュラムへのアクセス上の課題に対して、通常の学校では次の形で対応していた。 
一つは視覚障害教育専門家（Teachers of the visually impaired、TVI）を招き、学級担任や補
助教員など視覚障害児童生徒に直接かかわる教員に対し障害特性や指導法・教材教具に関する
研修を実施していた。二つ目は視覚障害教育専門家が定期的に巡回指導を行い、担任や補助教員
に対し視覚障害児童生徒への支援方法に関する助言を行っていた。三つ目は視覚障害児童生徒
に対し専門家が直接的指導を行う機会を定期的に設けることであった。具体的には、専門家は定
期的に巡回指導を通し、補助具の使用方法、点字指導、最新の ICT（ information and 
communications technology）を活用した学習方法、アドボカシースキル指導などを行っていた。
その他、数学、理科、体育など通常の学級では十分な教育が受けられない教科については必要に
応じて週末や長期休みを活用し、盲学校で集中的に指導を受けられるようにしていた。 
③ 社会的課題への対応 
通常の学級で学ぶ視覚障害児童生徒が直面する社会的課題に対し、通常の学校では次の形で
対応していた。一つは、視覚障害教育専門家を招き、学級担任や補助教員に対し、研修を実施し、
視覚障害児童生徒が抱える社会的課題に対する知識と対応策について学ぶ機会を設けていた。
具体的には、学級内で豊かな交友関係を築くうえで有効とされる Buddy system などの紹介が



挙げられた。二つ目は、外部支援者による視覚障害児童生徒への直接的指導の時間・場を提供し、
非言語コミュニケーションスキルなどのソーシャルスキル訓練を提供した。また、他の視覚障害
児童生徒と出会う機会として地域の障害者スポーツクラブや盲学校が実施するイベントなどの
紹介を行っていた。同じ障害を有する児童生徒と出会う機会は、視覚障害児童生徒の自尊心を高
め、インクルーシブ教育で成功するために本人が有すべき力、assertiveness を育てることでも
知られている(Jessup et al., 2018; Whitburn, 2014)。 
 
【研究 II】インクルーシブな教育環境を実現するにあたって参考となる理論モデルや支援ツー
ル・評価指標の整理 
（１）インクルーシブな教育環境を支える理論モデル 
質の高いインクルーシブ教育を実現する上で小・中学校の自律的改革が重要である一方で、そ
の難しさを指摘する論文も数多く存在する（Hess, 2010; Mushoriwa, 2001; Selickaitė et al., 
2019)。近年、ヨーロッパを中心にインクルーシブな教育環境を小・中学校が築くにあたって有
効であるとして着目されつつあるのが Anderson et al. (2014)や Hewett et al.(2017)による
Bioecological model of inclusionである(図 2)。 

Bioecological model of inclusion はブロンフェンブレナーの生命生態学モデル
（Bronfenbrenner’s bioecological model of human development）を応用した理論モデルであ
り、子どもの発達を、子ども個人と、それを囲む複数の「システム」の相互作用による結果と説
明する（図２）。Hewett et al. 
(2017)や Anderson et al. 
(2014)によるモデルは、イン
クルーシブ教育の環境整備
を進める際に、個人要素のみ
ならず直接的・間接的環境要
素も含め包括的な要素に目
を向けることの重要性を指
摘する。さらに、子どもの発
達は時の経過の中で起こる
出来事や文化的変質の影響
を受けるため、定期的なアセ
スメントが欠かせないこと
を強調する。 
 
（２）インクルーシブな教育環境を支える既存の支援ツール・評価指標 

8割以上の視覚障害児童生徒が通常の学校で学ぶアメリカでは、小・中学校が地域の視覚障害
教育専門機関（センター、あるいは盲学校）と連携しながら、主体的に質の高いインクルーシブ
教育を展開していた。小・中学校の主体性を支援するツールとして大きな役割を果たしていたの
が「個別化された教育プログラム(Individualized Education Plan, IEP)」であった。アメリカで
は 1975 年の全障害児教育法（PL94-142）制定以来、特別な教育的支援を必要とする障害児童
生徒には必ず IEPが策定されることとなっており、小・中学校では IEPに基づく教育を行うこ
とが義務付けられている。 
近年、小・中学校では IEPに基づき「実質的な意味のある教育成果（meaningful education 

benefit）」を挙げることが求められており、これまで以上に教育の質にも注意が払われている。
視覚障害児童生徒が小・中学校で「実質的な意味のある教育成果」を挙げるために教育現場で実
施されていたのは、①視覚障害教育の専門家（teacher of the visually impaired, TVI）との密な
連携と、②児童生徒のニーズと支援時間を算出する支援ツールの活用の 2 つであった。とくに
複数の地域で活用されていた支援ツールがミシガン視覚支援サービス介入尺度（The Michigan 
Vision Services Severity Rating Scale）であった。視覚障害児童生徒のニーズの把握は、①教
育的視覚機能（functional vision）、②学習文字（learning media）、③補助具・アシスティブテ
クノロジー、④拡大コアカリキュラム（expanded core curriculum）、⑤教科教育（通常カリキ
ュラム）の５つの領域について行われていた。④の拡大コアカリキュラムには手指機能や言語コ
ミュニケーション・アセスメントのほか、身辺自立、自己決定、余暇活動等の９つの小領域が含
まれていた。それぞれの領域・小領域の実態把握にあたっては、標準化されたフォーマルアセス
メントや、全米の視覚障害教育の拠点となっているテキサス盲学校やパーキンス盲学校など一
部の学校が独自に作成したチェックリストなどが使用されていた。 
 
【研究 III】日本の小・中学校にとって実用的な評価指標の条件の整理 
日本の小・中学校にとって実用的な評価指標の条件を整理した結果、インクルーシブ教育に対
し、意欲的な教員は比較的多いこと、またパラリンピックなどの影響もあり、視覚障害など特定
の障害種に関する知識をもつ教員や児童生徒も増えつつあることが分かった。一方で、教員一人
一人の業務が煩雑化しており、多忙であること、また学級当たりの児童生徒数が多く、かつ、個
別的支援を必要とするニーズ児も複数人いるため、視覚障害を有する児童生徒について考える
時間や心的余裕がないことも明らかとなった。視覚障害児童生徒にとって効果的な教授法や教



材教具についてはほとんど知識を持たないため、視覚障害教育専門家からの定期的な支援も不
可欠であった。よって、実用的な評価指標の作成に当たっては、以下の点を考慮する必要がある。 

a.多忙な通常の学級担任にとって分かりやすい・見やすい内容であること（チェックリスト
など）、 
b.外部の視覚障害教育専門家の積極的介入によって補うこと、 
c.通常の学級担任、管理職、校内の教職員が一眼となれるツールであること 

 
【研究 V】日本の小・中学校が自律的にインクルーシブな教育環境を築くにあたっての評価指
標の考案 
（１）評価指標の枠組み 
研究 I～IIIで得られた研究成果から、評価指標は以下の内容を網羅するものとした。 
・視覚障害児童生徒の教育的・社会的ニーズを主軸においた内容であること 
・視覚障害児童生徒への直接的支援だけでなく、彼らをとりまく環境（直接的・間接的環境）
にも同時に目を配るものであること。よって、児童生徒を主軸とするブロンフェンブレンナ
ー生命生態学モデルを応用した Hewett(2017)らの理論モデルを参考とすること 
・外部の視覚障害教育専門家の積極的介入によって補うこと 
・通常の学級担任、管理職、校内の教職員がチームで支援体制を検討するツールであること 
・多忙な通常の学級担任にとって分かりやすい・見やすい内容であること 

 
（２） 評価指標（案） 
 
間接的環境 Chrono-system に

関すること 
□ 定期的に子供の実態をアセスメントし、必要に応じて支援を
見直す体制はあるか 

Exo-system に関す
ること 

 学校全体でインクルーシブ教育に対しポジティブな態度が醸
成されているか 

 視覚障害児を支援するための学内支援体制はあるか（そのた
めの資金確保はできているか） 

 外部専門家を交えた支援体制はあるか 
 学校・学級のレイアウトが工夫されており、障害児が安心し
て単独で移動できる環境が整っているか 

 視覚障害児が地域の視覚特別支援学校など、同じ障害を有す
る児童生徒とかかわる機会、スポーツなどの活動を通して切
磋琢磨する機会は確保されているか 

直接的環境 Meso-system に関
すること 

 視覚障害教育専門家は導入されているか 
 視覚障害教育専門家は、視覚障害児童生徒をとりまく Micro-
system内の要素と児童生徒との相互作用を促す役割を担えて
いるか 

Micro-system に関
すること 

担任： 
 インクルーシブ教育に対しポジティブな態度を有しているか 
 視覚障害児のカリキュラムへのアクセスを容易にするための
知識や指導技術を有しているか 

 視覚障害児が級友を作りやすい環境を作るためのノウハウを
有しているか 

クラスメイト： 
 インクルーシブ教育に対しポジティブな態度を有しているか 
 視覚障害について基本的な知識を有しているか 
保護者： 
 インクルーシブ教育に対しポジティブな態度を有しているか 
 視覚障害について知識を有しているか 
外部専門家： 
 視覚障害児童生徒に直接的・間接的指導を行う時間や場所は
確保されているか 

 
視覚障害児童生徒 
に関すること 

 友達づくりや自立して学ぶための態度やスキルを有している
か 

態度・スキルの例：（アサーティブネス、点字、歩行、ソーシャル
スキルなど、Expanded Core Curriculum で示された９つのスキル）
その他、ミシガン視覚支援サービス介入尺度を参照 

 
（３） 今後の課題 
今回作成した小・中学校の自律的改革のための形成的評価指標は、実用的であるための条件を
事前に教員に対し、聞き取り調査を実施し、それを反映する形で作成した。今後は実際に活用し、
現場での実用性について調査する必要がある。 
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